
  

平 成 1 5 年  3 月 期    個 別 財 務 諸 表 の 概 要               平成１５年５月２６日 

上 場 会 社 名         株式会社 東北銀行                      上場取引所 東証第二部 
コ ー ド 番 号             ８３４９                                    本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.tohoku-bank.co.jp/   ）              岩手県       
代  表  者 役職名 取締役頭取   氏名 箱崎 安弘 
問合せ先責任者 役職名 経営企画部長  氏名 千葉 幸長   ＴＥＬ (０１９)６５１－６１６１ 
決算取締役会開催日 平成１５年５月２６日        中間配当制度の有無            有 
定時株主総会開催日 平成１５年６月２７日        単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000 株) 
 
１．１５年３月期の業績(平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日) 
(1)経営成績                    （注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 経常収益 経常利益 当期純利益 

 百万円   ％  百万円   ％  百万円   ％ 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

14,628    △9.1 
16,089    △7.8 

1,433     - 
△2,952     - 

613     - 
△1,766     - 

 
 1 株 当 た り 

当 期 純 利 益 
潜 在 株 式 調 整 後 

１株当たり当期純利益 
株 主 資 本 

当期純利益率  
経 常 収 支 率 預 金 残 高 

 円 銭  円 銭  ％  ％ 百万円 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

7.99 
△22.96 

- 
- 

3.3 
△8.9 

90.2 
118.3 

568,348 
571,982 

（注)①期中平均株式数 15 年 3 月期 76,784,698 株         14 年 3 月期 76,932,956株 
②会計処理の方法の変更   有                                                                                      
③経常収支率＝経常費用/経常収益×100 
③経常収益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 (2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 
(年 間) 

配当性向 
株主資本 
配 当 率     

  円  銭  円  銭  円 銭  百万円 ％ ％ 

15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

5.00 
5.00 

2.50 
2.50 

2.50 
2.50 

383 
384 

62.4 
- 

2.0 
2.1 

(注) １５年３月期期末配当金の内訳  記念配当   －円 銭、特別配当  －円 銭 
 
(3)財政状態                      （注）15 年 3 月期の自己資本比率は、速報値であります。 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 
自己資本比率 

（国内基準） 

 
15 年 3 月期 
14 年 3 月期 

百万円 

609,462 
616,269 

百万円 

18,833 
18,518 

％       

3.1 
3.0 

円   銭 

246.48 
240.74 

％ 

7.39 
7.01 

(注) ①期末発行済株式数   15年 3 月期   76,408,828 株 14 年 3 月期    76,920,108 株      
     ②期末自己株式数   15年 3 月期           3,172株 14 年 3 月期        17,892 株      
 
２．１６年３月期の業績予想(平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日) 

１株当たり年間配当金  
経常収益 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭  円 銭  

中 間 期 
通   期 

7,000 
14,000 

400 
1,400 

200 
700 

2.50 
- 

- 
2.50 
 -  
 5.00 

(参考)１株当たり予想当期純利益(通期)   9 円 16銭 

 

※上記の予想は、本資料発表日現在において入手可能な情報及び計画に基づいて作成したものであり、実際の業績は、

今後の経済情勢等によって異なる場合があります。 

 

 

（１） 


